
事 業 概 況 （令和８年８月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和８年度労災保険業務機械処理の令和８年８月末現在における保険給付支払総額は 3,338億円で、前年同期に比べて

2.6％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,563億円で 46.8％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,127億円で 33.8％を占めている。以下、休業補償給付が 13.1％、障害補償一時金が 3.8％、遺族補償一時金が 1.1％、

介護補償給付が 1.0％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 15.5％増、遺族補償一時金が 5.4％

増、休業補償給付が 5.1％増、療養補償給付が 4.2％増、介護補償給付が 2.6％増、障害補償一時金が 2.2％増、年金等給

付が 0.7％増となっているのに対し、葬祭料が 6.7％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,212億円で36.3％、「建設事業」が872億円で26.1％、

「製造業」が 727億円で 21.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 2.1％、「林業」が 1.3％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 6.5％増、「船舶所有者の事業」が 4.6％増、

「運輸業」が 3.2％増、「漁業」が 3.0％増、「製造業」が 0.9％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給

の事業」が 6.1％減、「林業」が 5.7％減、「鉱業」が 5.0％減、「建設事業」が 0.3％減となっている。（第２表） 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 325,445,470 100.0 1.0 333,841,848 100.0 2.6

療 養 補 償 給 付 108,160,791 33.2 3.6 112,703,932 33.8 4.2

休 業 補 償 給 付 41,497,103 12.8 0.7 43,612,909 13.1 5.1

障 害 補 償 一 時 金 12,383,689 3.8 1.3 12,652,890 3.8 2.2

遺 族 補 償 一 時 金 3,416,975 1.0 4.3 △  3,601,948 1.1 5.4

葬 祭 料 762,149 0.2 9.1 711,229 0.2 6.7 △  

介 護 補 償 給 付 3,302,035 1.0 0.9 3,388,416 1.0 2.6

年 金 等 給 付 155,202,456 47.7 0.6 △  156,338,805 46.8 0.7

二次健康診断等給付 720,272 0.2 12.6 831,721 0.2 15.5

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和7年度　7年8月末 令和8年度　8年8月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると遺族補償年金が 879億円で 56.2％と最も大きく、次いで障害補償年

金が 603億円で 38.6％、傷病補償年金が 81億円で 5.2％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 508 億円で 32.5％、「製造業」が 430 億円で 27.5％、

「その他の事業」が 356億円で 22.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.5％、「鉱業」が 3.2％、「林業」が 1.5％、「漁

業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 325,445,470 100.0 1.0 333,841,848 100.0 2.6

林 業 4,479,805 1.4 1.2 △  4,222,345 1.3 5.7 △  

漁 業 861,147 0.3 2.7 △  886,906 0.3 3.0

鉱 業 7,444,185 2.3 8.8 △  7,068,616 2.1 5.0 △  

建 設 事 業 87,432,466 26.9 0.7 △  87,184,817 26.1 0.3 △  

製 造 業 72,064,280 22.1 1.5 △  72,716,861 21.8 0.9

運 輸 業 37,216,385 11.4 3.5 38,391,266 11.5 3.2

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 743,507 0.2 11.2 698,502 0.2 6.1 △  

そ の 他 の 事 業 113,781,758 35.0 4.1 121,185,815 36.3 6.5

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,421,937 0.4 0.5 1,486,722 0.4 4.6

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和7年度　7年8月末 令和8年度　8年8月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

令和8年度　8年8月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 60,339,181 87,929,884 8,069,740 156,338,805 100.0

林 業 672,069 1,596,512 86,652 2,355,233 1.5

漁 業 141,876 445,448 11,328 598,652 0.4

鉱 業 501,359 4,015,864 490,713 5,007,937 3.2

建 設 事 業 15,571,177 32,239,750 2,948,276 50,759,202 32.5

製 造 業 20,893,751 20,785,413 1,300,191 42,979,354 27.5

運 輸 業 7,001,324 10,087,070 901,689 17,990,083 11.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 97,565 291,294 14,391 403,251 0.3

そ の 他 の 事 業 15,254,534 18,099,514 2,292,872 35,646,919 22.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 205,525 369,019 23,629 598,173 0.4

構 成 比 38.6% 56.2% 5.2% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



保 険 料 

 

  令和８年度労災保険業務機械処理の令和８年８月末現在における保険料徴収決定済額は 9,644億円で、前年同期に比べ

て 4.1％増となっている。保険料収納済額は 2,328億円で、前年同期に比べて 1.3％増となっている。また、収納率につい

てみると 24.1％となっており、前年同期に比べて 0.7ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 5,024 億円で 52.1％と最も大きく、次いで「建設

事業」が 1,829 億円で 19.0％、「製造業」が 1,727 億円で 17.9％を占めている。以下、「運輸業」が 8.4％、「船舶所有者

の事業」が 1.4％、「林業」が 0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「漁業」及び「鉱業」がそれぞれ

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

 

区　分　

令和7年度 令和8年度 令和7年度 令和8年度 令和7年度 令和8年度

　業　種 7年8月末 8年8月末 7年8月末 8年8月末 7年8月末 8年8月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 925,969,447 964,352,403 100.0 4.1 229,915,059 232,827,657 100.0 1.3 24.8 24.1

林 業 4,893,185 5,116,018 0.5 4.6 1,438,846 1,514,110 0.7 5.2 29.4 29.6

漁 業 1,925,770 1,968,982 0.2 2.2 650,136 619,715 0.3 4.7 △  33.8 31.5

鉱 業 2,243,013 2,252,114 0.2 0.4 411,193 406,921 0.2 1.0 △  18.3 18.1

建 設 事 業 175,073,470 182,853,070 19.0 4.4 59,000,857 62,495,824 26.8 5.9 33.7 34.2

製 造 業 165,710,971 172,717,384 17.9 4.2 28,269,034 27,672,621 11.9 2.1 △  17.1 16.0

運 輸 業 77,702,130 81,256,481 8.4 4.6 15,897,848 16,131,063 6.9 1.5 20.5 19.9

電気、ガス、水道
又は熱供給の事業 2,416,261 2,419,020 0.3 0.1 726,385 553,744 0.2 23.8 △ 30.1 22.9

そ の 他 の 事 業 483,563,128 502,415,864 52.1 3.9 120,687,980 120,368,045 51.7 0.3 △  25.0 24.0

船舶所有者の事業 12,441,520 13,353,469 1.4 7.3 2,832,780 3,065,615 1.3 8.2 22.8 23.0

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期
増減率

構成比
対前年
同　期
増減率


